
令和５年７月５日
厚生労働省・宮城労働局

外国人技能実習制度
の現状等について

資料２



１．技能実習制度の現状
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①就労目的で在留が認められる者 約48.0万人
(いわゆる「専門的・技術的分野の在留資格」）
・ 一部の在留資格については、上陸許可の基準を「我が国の産業及び国民生活に
与える影響その他の事情」を勘案して定めることとされている。

②身分に基づき在留する者 約59.5万人
(｢永住者｣、「日本人の配偶者等」、「永住者の配偶者等」、「定住者」（主に日系人）が
含まれる)
・ これらの在留資格は、在留中の活動に制限がないため、様々な分野で報酬を受ける
活動が可能。

④特定活動 約7.3万人
（経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者、ワーキング・ホリデー等が
含まれる）
・ 「特定活動」の在留資格で我が国に在留する外国人は、個々の許可の内容により
報酬を受ける活動の可否が決定。

⑤資格外活動（留学生のアルバイト等） 約33.1万人
・ 本来の在留資格の活動を阻害しない範囲内（1週28時間以内等）で、相当と認めら
れる場合に、報酬を受ける活動が許可。

③技能実習 約34.3万人
・ 技能移転を通じた開発途上国への国際協力が目的。
・ 平成22年7月1日施行の改正入管法により、技能実習生は入国１年目から雇用関
係のある「技能実習」の在留資格が付与されることになった。

出入国管理及び難民認定法上、以下の形態での就労が可能。

日本で就労する外国人のカテゴリー（総数 1８2.３万人の内訳）

※ 「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ（令和4年10月末現在）」による。外国人雇用状況届出制度は、事業主が外国人の雇入れ・離職の際に、氏名、在留資格、在留
期間等を確認した上でハローワークへ届出を行うことを義務づける制度（労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第２８
条）。なお、特別永住者、在留資格「外交」・「公用」の者は対象外である。

「専門的・技術的分野」に該当する主な在留資格

在留資格 具体例

教授 大学教授等

高度専門職 ポイント制による高度人材

経営・管理 企業等の経営者・管理者

法律
・会計業務

弁護士、公認会計士等

医療 医師、歯科医師、看護師

研究 政府関係機関や私企業等の研究者

教育 中学校・高等学校等の語学教師等

技術
・人文知識
・国際業務

機械工学等の技術者、通訳、デザイナー、
私企業の語学教師、マーケティング業務
従事者等

企業内転勤 外国の事業所からの転勤者

介護 介護福祉士

技能
外国料理の調理師、スポーツ指導者、
航空機の操縦者、貴金属等の加工職人等

特定技能 特定産業分野（注）の各業務従事者

（注） 介護，ビルクリーニング，素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業，建設，
造船・舶用工業，自動車整備，航空，宿泊，農業，漁業，飲食料品製造業，外食業
（令和４年４月26日閣議決定）
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東北6県計 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島

①就労目的で
在留が認めら
れる者

8,636
（38.6）

998
（61.8）

1,128
（72.5）

3,039
（21.4）

561
（33.6）

821
（42.8）

2,089
（42.8）

②身分に基づ
き在留する者

9,009
（1.0）

596
（1.4）

1,109
（3.3）

2,421
（1.6）

584
（4.1）

1,467
（2.7）

2,832
（▲1.8）

③技能実習
15,522
（▲3.0）

2,356
（4.4）

2,744
（▲3.1）

3,871
（▲1.2）

1,132
（5.4）

1,963
（▲9.7）

3,456
（▲7.8）

④特定活動
1,475
（30.0）

173
（8.8）

222
（▲12.3）

478
（57.2）

26
（8.3）

140
（53.8）

436
（43.4）

⑤資格外活動
7,249
（13.4）

217
（▲9.6）

544
（31.7）

4,969
（15.5）

195
（26.6）

209
（33.1）

1,115
（▲1.1）

計
41,891
（8.3）

4,340
（12.4）

5,747
（10.0）

14,778
（10.2）

2,498
（11.9）

4,600
（3.9）

9,928
（4.2）

東北で就労する外国人のカテゴリー（総数41,891人の内訳）

※各県労働局作成「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ（令和4年10月末現在）」による。
※ （ ）は前年同月比。
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東北6県計 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島

ベトナム
13,816
（33.0）

2,056
（47.4）

1,846
（32.1）

4,243
（28.7）

721
（28.9）

1,695
（36.8）

3,255
（32.8）

中国
6,388
（15.2）

549
（12.6）

885
（15.4）

2,224
（15.0）

431
（17.3）

925
（20.1）

1,374
（13.8）

フィリピン
5,538
（13.2）

431
（9.9）

1,044
（18.2）

966
（6.5）

583
（23.3）

585
（12.7）

1,929
（19.4）

ネパール
3,958
（9.4）

210
（4.8）

208
（3.6）

2,519
（17.0）

45
（1.8）

110
（2.4）

866
（8.7）

インドネシア
2,600
（6.2）

285
（6.6）

413
（7.2）

1,041
（7.0）

120
（4.8）

221
（4.8）

520
（5.2）

韓国
1,139
（2.7）

67
（1.5）

82
（1.4）

445
（3.0）

49
（2.0）

286
（6.2）

210
（2.1）

その他
8,452
（20.2）

742
（17.1）

1,269
（22.1）

3,340
（22.6）

549
（22.0）

778
（16.9）

1,774
（17.9）

東北で就労する外国人のカテゴリー（国籍別）

※各県労働局作成「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ（令和4年10月末現在）」による。
※ （ ）は外国人労働者総数に対する当該国籍の者の比率。



東北地区における外国人技能実習生の実
習実施機関に対する監督指導、送検等の
状況（令和３年）
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⑴ 東北地区の労働基準監督機関において、令和３年
には実習実施機関に対して819件の監督指導を実施し、
その65.4％に当たる536件で労働基準関係法令違反が
認められた。
＜注＞違反は実習実施機関に認められたものであり、日本人労働者に係

る違反も含まれる。

１ 監督指導の実施状況

⑵ 令和３年の違反事業場における主な違反事項は、①使
用する機械に対して講ずべき措置などの安全基準
(30.0％)、②割増賃金の不払い(26.3％)、③健康診断
結果の医師の意見聴取(23.3％)、 ④労働時間(21.6％)
の順に多かった。

＜注＞ 違反事項が２つ以上ある場合は、各々に計上しているので、
各違反事項の件数の合計と違反事業場数とは一致しない。
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２ 申告受理の状況

⑴ 技能実習生から東北地区の労働基準監督機関
に対して労働基準関係法令違反の是正を求めて
なされた申告は、令和３年において９件であっ
た。

⑵ 主な申告内容は、労働基準法違反である。
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３ 送検状況

⑴ 技能実習生に係る重大・悪質な労働基準関係法令違
反が認められた事案として、東北地区の労働基準監督
機関が送検した件数は以下のとおりであり、令和３年
には無かった。

⑵ 主な違反条文は、労働基準法違反では、労基法第32条
（長時間労働）、労基法第37条（割増賃金不払い）であり、
安衛法違反では、安衛法第61条（無資格運転）であった。
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４ 労働基準監督機関と出入国管理機関等との相互通報状況

⑴ 技能実習生の労働条件の確保を図るため、労働基
準監督機関と出入国管理機関等が、その監督等の
結果を相互に通報している。

⑵ 令和３年において、東北地区の労働基準監督機関
から出入国管理機関等へ通報（※１） した件数は40
件、出入国管理機関等から労働基準監督機関へ通
報（※２）された件数は130件である。

※１ 労働基準監督機関から出入国管理機関等へ通報する事案
労働基準監督機関において実習実施機関に対して監督指
導等を実施した結果、技能実習生に係る労働基準関係法
令違反が認められた事案

※２ 出入国管理機関等から労働基準監督機関へ通報する事案
管理機関において実習実施機関を調査した結果、技能実
習生に係る労働基準関係法令違反の疑いがあると認めら
れた事案

※３ 平成31年・令和元年については法務省「技能実習制度の運
用に関するプロジェクトチーム」における技能実習生の失
踪事案に関する実態調査に基づき通報された事案を含む。

⑶ 労働基準監督機関が、出入国管理機関等から通報
を受けた実習実施機関については、監督指導等
を実施している。

⑷ 強制労働等技能実習生の人権侵害が疑われる事
案については、出入国管理機関等との合同監督・調
査を行うこととしている。
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（参考）全国の状況
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１ 監督指導の状況 ２ 申告受理の状況

（件）
全国で9,036件の監督指導を実施し、その72.6％
に当たる6,556件で労働基準関係法令違反が認め
られた。
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（参考）全国の状況
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３ 送検の状況 ４ 労働基準監督機関と出入国管理
機関等との相互通報状況
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